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明るい滋賀県政をつくる会（略称・明るい滋賀の会）


　　　520-0051　大津市梅林１丁目3-30　滋賀県労連内


　　　　電話077-521-2536　　ﾌｯｧｸｽ077-521-2534


　　　　　　　郵便振替口座01090-5-33926


　　　E-mail: � HYPERLINK "mailto:shigaken-roren@aqua.plala.or.jp" �shigaken-roren@aqua.plala.or.jp�（県労連宛）











９月滋賀県議会は、県立高校再編、特別支援児童の増加対策、「いじめ」問題など、教育に関した議論が多く出されました。県立高校再編問題では、彦根と長浜の統合新校の設置時期を2016年度と当初案から2年先送りするなどの案を提示しました（詳細は別項参照）。議員からは、長浜の統合新校を中高一貫校にすることや、長浜の福祉学科を廃止することについては、これまでの県教委の方針に反するのでは、との疑問が出されました。また、「全県１区制を見直すべきでは」の意見については、教育長は、「特色ある学校づくり、高校中退者の減少、県外高へ行く生徒が減った」として、全県１区制は見直す考えはないことを明言しました。


「いじめ問題」について、知事は「場合によっては条例などでの対応も必要」とし、１０月中に立ち上げる調査研究チームの課題として、「個別救済をはかるための仕組みの構築を検討したい」と答弁しました。また、自民議員からは「体罰も含めシビアな教育方針をもった教師も必要」、また「警察との連携、警察と教育委員会の人事交流も考えるべき」などの意見も出され、県警本部長は「人事交流をしっかりしながら警察としてお役に立ちたい」と答弁しました。


原発・エネルギー問題については、知事は、２０３０年代原発ゼロを国に求めるとしつつ、「当面は安全性を担保した上で原発の活用をせざるを得ない」と答弁し、大飯再











稼働についても「現在は暫定的な基準で稼働しており、新たに定められる安全基準によって判断することが現実的」として、当面再稼働中止を求めないことを表明し、これまでの知事発言から見ても後退した姿勢を示しました。議会の方も、大飯原発の運転中止を求める請願について、自民が「化石燃料の高騰を招く」、民主は「運転中止は時期尚早、安全基準をまって判断すべき」と反対し、不採択としました。


中部圏知事会議の席で知事が、「リニア中央新幹線が完成すれば県内に東海道新幹線の新駅が必要になる」と発言したことについて真意を問われた知事は、「軽率な発言で地元に十分思いをいたすことができなかった。議論の扉を開くつもりでの発言で、県の交通ビジョンの中で議論したい」とし、自民議員からは「知事発言は新しい扉を開いたものとして評価する。素晴らしい交通ビジョンができるよう期待する」と歓迎の表明がされました。


また来年度予算に計上される危機管理センターは、全国で独立の建物として整備しているのは２県しかなく、その中でも滋賀が最大の規模になり、建築費が25億円にのぼる見通しが明らかにされ、また、「発電目的を付加した丹生ダム建設促進の意見書」が採択されるなど大型公共事業復活の動きが鮮明になったことも今議会の特徴といえます。





高田直樹（本会事務局次長）








　日米合同演習反対あいば野集会に６００人


高島市の陸上自衛隊あいば野演習場で、１０月２４日から１１月７日まで、自衛隊と米陸軍（ハワイから７５０人参加）の１２回目となる合同軍事演習が行われます。


　「ふるさとをアメリカ軍に使わせない滋賀県連絡会」主催の同演習に反対する集会とデモが、１０月１４日に高島市今津町内の公園で開かれ、県内の他、京都や大阪などから６００人の参加がありました。


　集会では、情勢報告などで「米軍を入れた合同演習の目的は、人殺しの実戦訓練にある」「海兵隊のオスプレイ飛来の危険性」などが指摘され、沖縄と連帯したたたかいも強調されました。デモ行進では「オスプレイ来るな！日米合同演習反対」など力強くシュプレヒコールしました。
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が84％を占め、県政モニターアンケートでは80.6％が大飯原発再稼働に反対、94.1％が節電への協力を回答するなど、県民は経済よりも暮らしと命という福島原発事故の教訓が活かされる社会の実現を求めており、知事はこうした県民の声を受け止め、直ちに大飯原発の稼働停止、原発ゼロ・クリーンエネルギー革命の実現に向け具体的行動を』求めています。参加者からは、安全対策もない中での稼働はやめるべき、事故が起きないという保証はない、などの声が相次ぎました。








　本会（明るい滋賀県政をつくる会）は９月２１日、大飯原発の再稼働をただちに停止することを政府と関西電力に求めるよう、嘉田知事に申し入れ、県は荒川敦副知事が応対しました。


申入書は、『この夏、関西電力管内の節電は目標を上回る11％を達成し、電力の最大需要を記録した８月３日でも11.6％の供給余力があったことが判明し、大飯原発の再稼動がなくても電力需給は安定していたことが明らかとなりました』、『政府のパブリックコメントでは原発比率ゼロ





します。運動と地域住民の共同が県を追い詰めた結果です。


パブリックコメントと説明会で県民の意見を


  今回の計画案は、本格的な統廃合を目指すあまり、新たな問題が吹き出す形になっています。彦根に27クラスの総合学科の高校など誰が見ても無謀です。全国には１つもありません。長浜では、長北高も長浜高も残せという住民の声に対して、県教委案と駅前新校案(長浜市長案)と長北新校案の３つが乱立する状態になっています。既存の施設をこわして新しい施設をつくる無駄もあります。


　10月２日、早速、｢考える会｣は県教委に申し入れを行いました。｢考える会｣は、統廃合計画のねらいを改めて知らせながら、吹き出してきた新たな問題にメスを入れ、県民共同を広げたいと思います。当面、県民の皆さんが県民説明会へ参加し、パブリックコメントにどんどん応募するように呼びかけます。


  　説明会、パブリックコメントに参加を


　高等学校再編計画(案)についての主な説明会(県教委主催)


開催地      開催日時　  対象者     場  所       申込締切


彦根 10月25日(木)19:00～21:00 保護者   稲枝地区公民館   　  10月22日(月)


大津 10月28日(日)10:00～12:00 県民一般 大津合同庁舎      　 10月24日(水)


長浜 10月29日(月)19:00～21:00 保護者  「臨湖」           　 10月24日(水)


彦根 11月 2日(金)19:00～21:00　保護者   河瀬地区公民館    　 10月30日(火)


彦根 11月 4日(日)14:00～16:00 県民一般 ひこね燦ぱれす   　　 10月31日(水)


米原 11月 6日(火)19:00～21:00 県民一般 県立文化産業交流会館 11月 1日(木)


長浜 11月10日(土)10:00～12:00 県民一般 長浜市民交流センター 11月 7日(水)


長浜 11月14日(水)19:00～21:00 保護者   湖北文化ホール       11月 9日(金)


 ※参加申込必要(当日参加も可能です)。　


 ※パブリックコメントの募集は（10月２日～11月15日まで）


　　　宛先：滋賀県教育委員会教育総務課


① 郵送 　　〒520―8577　滋賀県教育委員会教育総務課


② FAX　　　０７７－５２８－４９５０


③ Eメール　saihen@pref.shiga.lg.jp


問合せ先　県教育委員会教育総務課教育企画室　TEL077-528-4513


杉原　秀典 (県立高校の統廃合を考える会代表世話人)











10月１日、滋賀教育委員会は「高校再編計画案」を発表しました。これは、１月に発表された「原案」に修正を加えたもので、次の特徴をもっています。


  　彦根に１学年９学級、長浜に８学級の学校か


　１つは、統廃合計画原案の根幹部分に固執し、本格的な統廃合計画に道を開いていることです。長浜北高を長浜高に統合して１学年８学級とし、彦根西高を彦根翔陽高と統合して１学年９学級とします。１学年８学級は県の「適正規模」(１学年６～８学級)の上限、９学級は適正規模の上限を突破しています。マンモス校の復活をイメージさせます。少人数授業で多くの講座を開設する総合学科を９学級規模で運営することは不可能です。


  １つ１つ積み上げた教育をつぶすのか


　第２に、教職員がこれまで積み上げてきた教育上の成果を、いとも簡単につぶそうとしていることです。３年間の実践を終えて、知事も県教育委員会も評価する彦根西高校の「学びの共同体」のとりくみが、新たな学校で立ち消えになることは目に見えています。長浜高校の福祉学科では、教職員の相当の努力もあり生徒全員が介護福祉士の国家免許を取得するなど、全国的にも希な教育効果を上げています。教職員の意欲的なとりくみを事実上、切る捨てる県教育委員会と県行政の姿勢に教育的な道理はありません。


総合単位制の新能登川高校。大阪で破綻している午後部の設定や併修、教職員の共同や職員会議の設定をどう保障するのか、教職員定数の不足など、基本的な疑問が山積です。


  県民の疑問や意見を受け止めない


  第３に、10年間程度子どもの数は減らない、統廃合によって高校生一人に使う県のお金は全国最下位になる、大規模校でこそ教育効果が上がる根拠はどこにあるのかなど、基本的な県民の疑問に応えていないことです。


  一部 地域住民の声がとどく


第４に、しかし、いくつかの点では地域住民の声が反映しています。分校化が確実視されていた信楽高校は本校として存続です。長浜北星高校の定時制は総合学科として存続











